
血液事業の推進等について   
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献血構造改革の重点事項について  

（1）血液の消費に占める高齢者の割合が今後増大することから、供給において若年者層が安定的   

に需要を持続的に支えていく持続可能な血液の需給体制を構築していくこと。  

（2）需給の安定及び安全性の向上の観点から、複数回の献血者を確保していく需給体制を構築し   
ていくこと。   

献血について、単に広く呼びかけるだけではなく、目標を定めて軸拠制lこ切り替  

えていく（5年脚。   

（1）若年層の献血者敢の増加  

・10代、20代を献血者全体の40％まで上昇させる。（現状35％）  

（2）安定的な集団献血の確保  

・集団献血等に協力する企業数を倍増する。（現状23，890社）   

（3）複数回献血者の増加  

・複数回献血者を献血者全体の35％まセ上昇させる。（現状27％）   

従来からのライオンズクラブ等の献血ボランティアの御協力に加え、組織的に若年者の献血体験  

の促進及び献血インセンティブの向上を副腎先  

（1）全国の若草者献血ボランティア組織、青少年のボランティア組織等との組織的な連携を構  

築し、．献血の推進及び仔来の献血者に対する普及啓発を積極的に行う。   

（2）若牢者に受け入れられる献血キャラクターの開発及び媒体を活用した普及を図る。   

（3）若牢者の献血体験の推進  

企業献血の推進を図る。  

（1）献血協賛企業の検討  

（2）企業の集団献血の推進  

複数回献血者の組織化及びサービス向上を図る。  

（1）登録献血者の血液不足時の組織的呼びかけ体制の構築  

（2）複数回献血者向け健康管理に係る付力細旨値情報の提供  

6 キャンペーン等   

血液の不足する秋口、年末から新年、新旧年度の変わり目等に定期的な献血推進キャンペーンを  

実施する。  

国の適切な関与の下で、平成18年秋を目途に新たな健康被害の救済制度を整備する。  

（平成18年10月より運用開始）  
3   



（u）  

150．000  

130．（X氾  

110．0（氾  

90．000  
Jゝ  

了0．000  

50．000  

30．000   

や   ♂   ♂   ♂   ♂   ㌔   才   ㌔   ㌔   



厚生労働省・献血推進本部 危横管理対応  

1 対応の目  

（1）血液製剤による変異型クロイツフェルト・ヤコブ病（vcJD）の伝播防止   

のための献血制限において、輸血用血液製剤の在庫状況を踏まえ、国は、日本   

赤十字社及び各都道府県と連携して、国民の医療に支障を来さないための危機   

管理対応策を講ずる。   

（2）在庫状況に不足が生じた場合あるいは予測された場合に、国は、危険水準を   

勘案し、日本赤十字社が実施する危機管理対応と連携した献血推進措置を図る   
ものとする。  

2 対応の考え  

（1）適正在庫  

各日本赤十字社血液センター（以下「センター」とする）毎に設定すること   

とし、適正在庫は、過去1年間の平日の一日需要量の3日分を目安とする。   

（2）危険水準  

センターにおける各血液型別在庫量と適正在庫の比率を元に、地域レベルと   

全国レベルでの実態を踏まえ、日本赤十字社が発する危険水準に応じて、国は   

必要な措置を講ずる。   

（3）国の役割   

① 都道府県毎の全センターにおける在庫水準を日々全国的に把握する。   
② 日本赤十字社が行う地域レベルでの対応を監督する。   

③ 全国レベル及び東京都における危険水準対応について、日本赤十字社と連  

携して実施する。  

3 国が行う危機管理対応の内  

（1）情報の把握と危機管理の事態の掌握   

① 日赤本部からの全国の在庫状況の連絡及び事態の把握   

② 危険水準にあるセンターに対する日本赤十字社の対応の確認   

③ 地域間調整等の状況の把握   

④ 警戒レベルに応じた本部会議の招集   



（2）日本赤十字社が行う対応について、各都道府県及び医師会（医療機関）、企業  
団体、報道機関等に対し、予め協力を要請   

（3）全国の各血液型別の在庫が、全国平均して適正在庫の70％割れが発生した  
場合（2日分程度の在庫）（早急に回復する見込みがなく、70％割れを起こす  
恐れのある段階を含む）   

（D全国ネットでの公共、民間放送局での督戒情報（注意報）及び呼びかけに関  
するラジオ、テレビ・スポットの放送依頼（日本赤十字社と協力）  

②全都道府県に対する情報提供と協力要請  

③大規模事業所の経済団体、省内、L各省庁への献血の協力要請  
④厚生労働省HPでの警戒情報（注意報）の提供   

（4）全国の各血液型別の在庫が、全国平均して適正在庫の60％割れが発生した  

場合（1．5日分程度の在庫）（早急に回復する見込みがなく、60％割れを起  
こす恐れのある段階を含む）  

①全国ネットでの公共、民間放送局での警戒情報（警報）及び呼びかけに関す  
るラジオ、テレビ・スポットの放送依頼（日本赤十字社と協力）  

②大都市圏における緊急アピール等、イベントの実施（日本赤十字社と協力）  
③全都道府県、政令市に対する協力要請  
④大規模事業所の経済団休、省内、各省庁への献血の協力要請  
⑤厚生労働省HPでの瞥戒情報（警報）の提供   

（5）東京都センターの各血液型別の在庫が、適正在庫の60％割れを起こし（早  
急に回復する見込みがなく、60％割れを起こす恐れのある段階を含む）かつ、  
週末を超えた月曜日の段階で、前週の月曜日の在庫水準を下回った場合  
①全国ネットでの公共、民間放送局での警戒情報（警報）及び呼びかけに関す  

るラジオ、テレビ・スポットの放送依頼（東京都、日本赤十字社と協力）  
②大都市圏における緊急アピール等、イベントの実施（東京都、日本赤十字社  

と協力）  

③全都道府県、政令市、市町村に対する協力要請  
④大規模事業所の経済団体、東京地区の経済団体等への協力要請   

（6）上記（4）、（5）でも効果がない場合  

①東京都センターに搬送できる各ブロック毎の血液製剤量を確認し、搬送準備  
をさせるよう指導  

②献血制限対策の実施方法の見直しの検討（審議会の開催等を含む。）  

なお、上記以外の地域レベルでの対応についても、緊急性等から必要があると認  

められた場合には、国は直接的に献血確保に有効な対策を講ずるものとする。  
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危 機 管 理 対 応  

各センター（地方）レベル  全  国レベル  

注意報  警 報   注意報（70％）  警報（80％）  

第1段階（70％）   第2段階   第1段階（50％）   第2段階  （在庫2日）  （在庫2日未満）  

（在庫2日）   （次週の月曜日在庫水準低下）   （在庫1．5日以下）  く次過の月確日在庫水準低下）   

＊東京軌ま60％  

日本赤十字社   

○都道府県に協力依搾  ○固定施設の休日稼働  0地方わトでの警報  0全国わトでの注意報  0全国わトでの書報   

○採血施設の受付延長   ○受付の延長（移動採血車）  

○追加献血の依頼（登録車葉所）  ○大規模事農所への献血要請  

○地域間の需給憫整  

＜東京都の場合＞  ＜東京都の場合＞  

○各セントHPで呼びかけ     0全国わトでの書報  

＜東京都の場合＞  

厚生労働省  （状況把握及び関係部道  0全国わトでの注意報  

府県への協力要請）   への協力要請）  

0大都市圏での緊急アピール等  

○全都道府県等へ協力要紬  ○経済団体、各省庁等へ  

○種済団体、各省庁等へ献血車隋  ○棟済団体、各省庁等へ献血雲隋  

（効果がない蛾合）  （効果がない場合）  

○各フ■ロックから都セントヘの  ○対策の実施方法見直し検討   

血液製剤搬送指導  

○対策の実施方法見直し検討  

＊（）内の％：適正在庫（過去1年間の平均1日需要長の3日分）に対する実在庫の割合（各血液型別）   



献血推進本部設置要綱  

1．目 的  

血液製剤による変異型タロイツフェルト・ヤコブ病の伝播の防止に最大   

限努め、一方で、V CJD対策の献血制限が国民の医療に支障を来さない   

よう、献血の確保、適正使用の推進等を図る。  

2．内 容   

（1）献血者確保対策の実施  

・有名人等による街頭での献血の呼びかけ  

・各種広報活動の継続的な実施  

・経済関係団体への協力要請  

・企業等集団献血の実施の要請  

・複数回献血登録者への献血依頼 等   

（2）医療機関等における血液製剤の適正使用の推進  

・学会・ 医療職能団体への血液製剤の適正使用についての協力要請  

3．構 成   

（1）本部長  

厚生労働大臣   

（2）副本部長  

本部長が指名する副大臣及び政義官   

（3）本部員  

官房長、医薬食品局長、医政局長、健康局長、労働基準局長、職業  

能力開発局長、その他献血推進にあたり必要な者   

（4）事務局  

本部の事務を処理するため、医薬食品局血液対策課に「献血推進本  

部事務局」を置く。  

4．補 足  

この規定に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長   

が別に定める。  

5．設置日時  

平成17年4月1日（金）  
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